
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１の導光板と、
　前記第１の導光板に対して平面的に重なるように配置

第２の導光板と、
　

　前記第１の導光板と前記 との間に配置され 、
表裏両面において光反射機能を備えた光反射層

と、
を有
　 ことを特
徴とする導光装置。
【請求項２】
　前記第１の導光板と前記光反射層と前記第２の導光板とが相互に直接積層されているこ
とを特徴とする請求項１に記載の導光装置。
【請求項３】
　前記光反射層は、前記第１の導光板及び前記第２の導光板のうちの少なくとも一方に接
着されていることを特徴とする請求項１ に記載の導光装置。
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され、前記第１の導光板より大き
さの小さい

前記第１の導光板と前記第２の導光板との間に配置され、前記第１の導光板及び前記第
２の導光板を支持するとともに、前記第１の導光板の背面側に前記第１の導光板よりも大
きさの小さい開口を有する支持体と、

支持体 るとともに 前記第１の導光板及び前
記第２の導光板と重なる領域に配置され、

し、
前記第２の導光板は、前記開口に位置するように前記支持体に支持されてなる

又は請求項２



【請求項４】
　前記光反射層は、前記第１の導光板と前記第２の導光板の双方に接着されていることを
特徴とする請求項１ に記載の導光装置。
【請求項５】
　第１の導光板と、
　前記第１の導光板に対して平面的に重なるように配置され

第２の導光板と、
　

　前記第１の導光板と前記 との間に配置され 、
表裏両面において光反射機能を備えた光反射層

と、
　前記第１の導光板の前記光反射層とは反対側に配置された第１の電気光学パネルと、
　前記第２の導光板の前記光反射層とは反対側に配置され

第２の電気光学パネルと、
を有
　 ことを特
徴とする電気光学装置。
【請求項６】
　前記第１の導光板と前記光反射層と前記第２の導光板とが相互に直接積層されているこ
とを特徴とする請求項 に記載の電気光学装置。
【請求項７】
　前記光反射層は、前記第１の導光板及び前記第２の導光板のうちの少なくとも一方に接
着されていることを特徴とする請求項 に記載の電気光学装置。
【請求項８】
　前記光反射層は、前記第１の導光板と前記第２の導光板の双方に接着されていることを
特徴とする請求項 に記載の電気光学装置。
【請求項９】
　前記第１の導光板内に光を放出する第１の光源と、前記第２の導光板内に光を放出する
第２の光源とを有し、
　前記第１の光源と前記第２の光源とは、相互に平面的に重ならない位置に配置されてい
ることを特徴とする請求項 乃至請求項 のいずれか１項に記載の電気光学装置。
【請求項１０】
　第１の電気光学パネルと、
　前記第１の電気光学パネルの背後に配置され、その厚さが所定方向に漸次減少するよう
に構成された第１の導光板と、
　前記第１の導光板の背後に配置され、その厚さが前記所定方向と反対の方向に漸次減少
するように構成され 第２の導光板
と、
　前記第２の導光板の背後に配置され 第
２の電気光学パネルと、
　

　

を有
　 ることを特
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又は請求項２

、前記第１の導光板より大き
さの小さい

前記第１の導光板と前記第２の導光板との間に配置され、前記第１の導光板及び前記第
２の導光板を支持するとともに、前記第１の導光板の背面側に前記第１の導光板よりも大
きさの小さい開口を有する支持体と、

支持体 るとともに 前記第１の導光板及び前
記第２の導光板と重なる領域に配置され、

、前記第１の電気光学パネルよ
り大きさの小さい

し、
前記第２の導光板は、前記開口に位置するように前記支持体に支持されてなる

５

５又は請求項６

５又は請求項６

５ ８

てなるとともに、前記第１の導光板より大きさの小さい

、前記第１の電気光学パネルより大きさの小さい

前記第１の導光板と前記第２の導光板との間に配置され、前記第１の導光板及び前記第
２の導光板を支持するとともに、前記第１の導光板の背面側に前記第１の導光板よりも大
きさの小さい開口を有する支持体と、

前記第１の導光板と前記支持体との間に配置されるとともに、前記第１の導光板及び前
記第２の導光板と重なる領域に配置され、表裏両面において光反射機能を備えた光反射層
と、

し、
前記第２の導光板は、前記開口に位置するように前記支持体に支持されてな



徴とする電気光学装置。
【請求項１１】
　前記第１の導光板は、前記第１の電気光学パネルへ光を放出するように構成され、前記
第２の導光板は、前記第２の電気光学パネルへ光を放出するように構成されていることを
特徴とする請求項 に記載の電気光学装置。
【請求項１２】
　前記第１の導光板の一側に配置され、前記第１の導光板内に光を入射させる第１の光源
と、前記第２の導光板の前記一側とは異なる他側に配置され、前記第２の導光板内に光を
入射させる第２の光源とを有することを特徴とする請求項 又は請求項 に記載の電
気光学装置。
【請求項１３】
　前記第１の導光板と前記第２の導光板とは、直接若しくは光学作用層を介して相互に当
接していることを特徴とする請求項 乃至請求項 のいずれか１項に記載の電気光学
装置。
【請求項１４】
　請求項 乃至請求項 のいずれか１項に記載の電気光学装置と、該液晶表示装置を制
御する制御手段とを有することを特徴とする電子機器。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、導光装置、電気光学装置及び電子機器に関する。
【０００２】
【従来の技術】
一般に、液晶表示パネルと、この液晶表示パネルの背後に配置された導光板と、この導光
板の端面に対向してその側方に配置された光源とを有する液晶表示装置が知られている。
この液晶表示装置において、光源から放出された光は、上記端面から導光板内に入射し、
導光板内にて屈折して導光板の前面から液晶表示パネルへと照射され、液晶表示パネル内
を通過して最終的にパネル前面側（観察側）に出射される。
【０００３】
図１２は、従来の液晶表示装置の一例としての液晶表示装置１０の構造を模式的に示す概
略断面図である。この液晶表示装置１０は、合成樹脂等で構成された支持体１１と、この
支持体１１に対して係合固定された導光板１２と、導光板１２の背後に配置された反射シ
ート１３と、導光板１２の前面（図示上面）上に配置された枠状の遮光シート１４と、遮
光シート１４の前面側に配置された液晶表示パネル２０とを備えている。
【０００４】
液晶表示パネル２０は、ガラス等で構成された基板２１と２２とをシール材２３によって
貼り合わせ、シール材２３の内側に液晶２４を封入したものである。基板２１，２２の外
面上には偏光板２５，２６が貼着されている。
【０００５】
液晶表示パネル２０にはフレキシブル配線基板１５が接続され、このフレキシブル配線基
板１５には、ＬＥＤ（発光ダイオード）等の光源１６が実装されているとともに、図示し
ない半導体チップ等の各種電子部品が実装され、液晶表示パネル２０を駆動する駆動回路
が構成されている。
【０００６】
上記のような液晶表示装置の利用分野において、近年、特に携帯型電子機器（例えば携帯
電話機）においては、機器の薄型構造部の表面側に第１の液晶表示画面を配置し、薄型構
造部の裏面側に第２の液晶表示画面を配置する場合がある。このような場合には、上記の
薄型構造部の表面寄りの内部と裏面寄りの内部とにそれぞれ第１の液晶表示装置と第２の
液晶表示装置とを別々に取り付ける。例えば、薄型構造部の内部に回路基板を配置し、第
１の液晶表示装置を回路基板の表面上に実装し、第２の液晶表示装置を回路基板の裏面上
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に実装するといった構造が採用されている。
【０００７】
【発明が解決しようとする課題】
ところで、近年の携帯型電子機器における小型化や薄型化の要請は年々強くなってきてお
り、上記の液晶表示装置１０を薄く構成する必要があるため、液晶表示パネル２０だけで
なく、導光板１２も薄型化されてきている。しかしながら、上記のように表裏にそれぞれ
液晶表示画面を有する薄型構造部では、２つの液晶表示装置を別々に内部に配置する必要
があるので、液晶装置を収容する部分を厚く構成せざるを得ず、また、現状以上の小型化
及び薄型化を図ることが困難であるという問題点がある。
【０００８】
また、薄型構造部内に２つの液晶表示装置をそれぞれ別個に組み込むことによって内部の
構造が複雑になり、組立作業も困難になるという製造上の問題点もある。
【０００９】
そこで本発明は上記問題点を解決するものであり、その課題は、表裏に光を照射すること
が可能で、しかも十分に薄型化可能な導光装置を実現することにある。また、表裏に表示
画面を有する電子機器或いはその構造部分に適用可能な電気光学装置であって、その構造
部分をより薄型化可能な新規の電気光学装置を提供することにある。
【００１０】
【課題を解決するための手段】
　上記課題を解決するために

　本発明の導光装置は、第１の導光板と、前記第１の導光板に対して平面的に重なるよう
に配置された第２の導光板と、前記第１の導光板と前記第２の導光板との間に配置された
、表裏両面において光反射機能を備えた光反射層と、を有すること 。
【００１１】
この発明によれば、相互に平面的に重なるように配置された第１の導光板と第２の導光板
との間に、表裏両面において光反射機能を備えた光反射層を有することにより、この光反
射層によって第１の導光板と第２の導光板のいずれに導かれる光も反射させることができ
るので、２つのバックライト装置を個々に配置する場合よりも薄型化を図ることができる
とともに、表裏両側の導光板に対して光反射層を共通に用いることができるので、別々の
光反射層を設ける必要がなくなり、装置全体をさらに薄型化することが可能になる。また
、光反射層が１層だけでよいため、部品コストを低減でき、組立工数も削減できる。ここ
で、光反射層とは、光反射、光散乱、光屈折などの種々の光学原理を利用して結果的に光
を反射し得る光学作用を果たすもの全てを含む。
【００１２】
本発明において、前記第１の導光板と前記光反射層と前記第２の導光板とが相互に直接積
層されていることが好ましい。この発明によれば、第１の導光板と光反射層と第２の導光
板とが他の部材や粘着層（接着層）などを介在させずに直接積層されている（或いは、空
隙を介することなく直接密接している）ことにより、さらに薄型化を図ることが可能にな
る。
【００１３】
本発明において、前記第１の導光板、前記第２の導光板、及び、前記光反射層を含む積層
体が共通の支持体に固定されていることが好ましい。この発明によれば、表裏両側に表示
面を有する一体の電気光学装置（例えば液晶表示装置）を構成することができるとともに
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、本発明の導光装置は、第１の導光板と、前記第１の導光板
に対して平面的に重なるように配置され、前記第１の導光板より大きさの小さい第２の導
光板と、前記第１の導光板と前記第２の導光板との間に配置され、前記第１の導光板及び
前記第２の導光板を支持するとともに、前記第１の導光板の背面側に前記第１の導光板よ
りも大きさの小さい開口を有する支持体と、前記第１の導光板と前記支持体との間に配置
されるとともに、前記第１の導光板及び前記第２の導光板と重なる領域に配置され、表裏
両面において光反射機能を備えた光反射層と、を有し、前記第２の導光板は、前記開口に
位置するように前記支持体に支持されてなることを特徴とする。

が好ましい



、第１導光板と第２導光板とが共に共通の支持体に対して支持固定されているので、全体
をさらに薄型化することができる。この場合、上記支持体に第１の導光板と第２の導光板
が共に固定されている場合、第１の導光板のみが支持体に固定され、この第１の導光板に
対して光反射層と第２の導光板が固定されている場合、第２の導光板のみが支持体に固定
され、この第２の導光板に対して光反射層と第１の導光板が固定されている場合のいずれ
もが含まれる。
【００１４】
本発明において、前記光反射層は、前記第１の導光板及び前記第２の導光板のうちの少な
くとも一方に接着されていることが好ましい。この発明によれば、光反射層が一方の導光
板に接着されていることによって、光反射層と導光板との接着に用いられる粘着層若しく
は接着層の分だけ導光装置がやや厚くなるものの、接着後の組立作業や位置決め作業を容
易に行うことができるようになる。ここで、組立作業時においては、光反射層として表裏
いずれか一方の面に予め粘着層を有するものを用いることが望ましい。
【００１５】
本発明において、前記光反射層は、前記第１の導光板と前記第２の導光板の双方に接着さ
れていることが好ましい。この発明によれば、光反射層と第１及び第２の導光板との接着
に用いられる２つの粘着層若しくは接着層の分だけ導光装置が厚くなるものの、光反射層
を介して第１の導光板と第２の導光板を相互に接着させることができるので、接着後の組
立作業や位置決め作業をさらに容易に行うことが可能になる。
【００１６】
　次に、

　本発明の液晶表示装置は、第１の導光板と、前記第１の導光板に対して平面的に重なる
ように配置された第２の導光板と、前記第１の導光板と前記第２の導光板との間に配置さ
れた、表裏両面において光反射機能を備えた光反射層と、前記第１の導光板の前記光反射
層とは反対側に配置された第１の電気光学パネル（例えば第１の液晶表示体）と、前記第
２の導光板の前記光反射層とは反対側に配置された第２の電気光学パネル（例えば第２の
液晶表示体）と、を有すること 。
【００１７】
この発明によれば、相互に平面的に重なるように配置された第１の導光板と第２の導光板
との間に、表裏両面において光反射機能を備えた光反射層を有することにより、この光反
射層によって第１の導光板と第２の導光板のいずれに導かれる光も反射させることができ
るので、第１の電気光学パネルと第２の電気光学パネルとのいずれをも照明することが可
能になる。したがって、２つのバックライト装置を個々に配置する場合よりも薄型化を図
ることができるとともに、表裏両側の導光板に対して光反射層を共通に用いることができ
るので、別々の光反射層を設ける必要がなくなり、装置全体をさらに薄型化することが可
能になる。また、光反射層が１層だけでよいため、部品コストを低減でき、組立工数も削
減できる。ここで、光反射層とは、光反射、光散乱、光屈折などの種々の光学原理を利用
して結果的に光を反射し得る光学作用を果たすもの全てを含む。
【００１８】
本発明において、前記第１の導光板と前記光反射層と前記第２の導光板とが相互に直接積
層されていることが好ましい。この発明によれば、第１の導光板と光反射層と第２の導光
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本発明の液晶表示装置は、第１の導光板と、前記第１の導光板に対して平面的に
重なるように配置され、前記第１の導光板より大きさの小さい第２の導光板と、前記第１
の導光板と前記第２の導光板との間に配置され、前記第１の導光板及び前記第２の導光板
を支持するとともに、前記第１の導光板の背面側に前記第１の導光板よりも大きさの小さ
い開口を有する支持体と、前記第１の導光板と前記支持体との間に配置されるとともに、
前記第１の導光板及び前記第２の導光板と重なる領域に配置され、表裏両面において光反
射機能を備えた光反射層と、前記第１の導光板の前記光反射層とは反対側に配置された第
１の電気光学パネルと、前記第２の導光板の前記光反射層とは反対側に配置され、前記第
１の電気光学パネルより大きさの小さい第２の電気光学パネルと、を有し、前記第２の導
光板は、前記開口に位置するように前記支持体に支持されてなることを特徴とする。

が好ましい



板とが他の部材や粘着層（接着層）などを介在させずに直接積層されている（或いは、空
隙を介することなく直接密接している）ことにより、さらに薄型化を図ることが可能にな
る。
【００１９】
本発明において、前記第１の導光板、前記第２の導光板、及び、前記光反射層を有する積
層体が共通の支持体に固定されていることが好ましい。この発明によれば、表裏両側に表
示面を有する一体の電気光学装置を構成することができるとともに、第１導光板と第２導
光板とが共に共通の支持体に対して支持固定されているので、全体をさらに薄型化するこ
とができる。この場合、上記支持体に第１の導光板と第２の導光板が共に固定されている
場合、第１の導光板のみが支持体に固定され、この第１の導光板に対して光反射層と第２
の導光板が固定されている場合、第２の導光板のみが支持体に固定され、この第２の導光
板に対して光反射層と第１の導光板が固定されている場合のいずれもが含まれる。
【００２０】
本発明において、前記光反射層は、前記第１の導光板及び前記第２の導光板のうちの少な
くとも一方に接着されていることが好ましい。この発明によれば、光反射層が一方の導光
板に接着されていることによって、光反射層と導光板との接着に用いられる粘着層若しく
は接着層の分だけ導光装置がやや厚くなるものの、接着後の組立作業や位置決め作業を容
易に行うことができるようになる。ここで、組立作業時においては、光反射層として表裏
いずれか一方の面に予め粘着層を有するものを用いることが望ましい。
【００２１】
本発明において、前記光反射層は、前記第１の導光板と前記第２の導光板の双方に接着さ
れていることが好ましい。この発明によれば、光反射層と第１及び第２の導光板との接着
に用いられる２つの粘着層若しくは接着層の分だけ導光装置が厚くなるものの、光反射層
を介して第１の導光板と第２の導光板を相互に接着させることができるので、接着後の組
立作業や位置決め作業をさらに容易に行うことが可能になる。
【００２２】
なお、上記各発明において、第１の電気光学パネル（第１の液晶表示体）と第２の電気光
学パネル（第２の液晶表示体）は、いずれもが、上記支持体に対して固定されていてもよ
く、或いは、上記第１の導光板又は第２の導光板に対して直接若しくは間接的に固定され
ていてもよい。
【００２３】
本発明において、前記第１の導光板内に光を放出する第１の光源と、前記第２の導光板内
に光を放出する第２の光源とを有し、前記第１の光源と前記第２の光源は、相互に平面的
に重ならない位置に配置されていることが好ましい。この発明によれば、第１の光源と第
２の光源とが相互に平面的に重ならない位置に配置されていることにより、光源によって
装置の薄型化が妨げられるといった事態を回避することが可能になる。ここで、第１の導
光板と第２の導光板の少なくとも一方が角形の平面形状を備えている場合には、第１の光
源と第２の光源とが相互に上記角形の異なる辺に隣接配置されていることが望ましい。
【００２４】
上記課題を解決するために本発明の液晶表示装置は、第１の電気光学モジュールと、第２
の電気光学モジュールとが背中合わせに配置されているものである。すなわち、表面側に
第１の電気光学モジュールの表示画面が配置されていれば、第２の電気光学モジュールの
表示画面は裏面側に配置されるように構成されたものである。
【００２５】
より具体的には、本発明の電気光学装置は、その厚さが所定方向に漸次減少するように構
成された第１の電気光学モジュールと、その厚さが前記所定方向と反対の方向に漸次減少
するように構成された第２の電気光学モジュールとが背中合わせに配置されていることを
特徴とする。
【００２６】
この発明によれば、第１の電気光学モジュールと第２の電気光学モジュールとがその厚さ
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の減少方向に見て互い違いに配置されているので、表裏両側に表示画面を有する電気光学
装置を薄く構成することができる。
【００２７】
また、本発明の別の液晶表示装置は、第１の電気光学パネルと、前記第１の電気光学パネ
ルの背後に配置された第１の導光板と、前記第１の導光板の背後に配置された第２の導光
板と、前記第２の導光板の背後に配置された第２の電気光学パネルと、を有するものであ
る。そして、第１の電気光学パネルと、第２の電気光学パネルとによって表裏両側に共に
表示画面を備えた構造部分を構成可能なものである。
【００２８】
　より具体的には、

　本発明の電気光学装置は、第１の電気光学パネルと、前記第１の電気光学パネルの背後
に配置され、その厚さが所定方向に漸次減少するように構成された第１の導光板と、前記
第１の導光板の背後に配置され、その厚さが前記所定方向と反対の方向に漸次減少するよ
うに構成された第２の導光板と、前記第２の導光板の背後に配置された第２の電気光学パ
ネルと、を有すること 。
【００２９】
この発明によれば、第１の電気光学パネルの背後に配置された第１の導光板が所定方向に
漸次減少する厚さを有し、第１の導光板の背後に配置された第２の導光板が所定方向と反
対方向に漸次減少する厚さを有することにより、第１の導光板と第２の導光板とが厚さの
変化する方向に見て互い違いに重なることとなるため、従来よりも装置全体の厚さを薄く
構成することが可能になる。また、２つの導光板がいずれも厚さが或る方向にみて漸次減
少するように（例えば楔形状に）構成されているため、導光板の電気光学パネルとは反対
側の面で効率的に光を反射させ、電気光学パネルに効率的に光を照射させることが可能に
なるので、電力消費量や光源サイズを抑制しつつ、明るい表示を得ることが可能になる。
【００３０】
なお、この場合、第１の導光板と第２の導光板とは相互に少なくとも部分的に平面的に重
ねられていればよく、平面的に相互に一致した形状に構成され、相互にその形状が一致す
る状態で重ねられている必要はない。
【００３１】
本発明において、前記第１の導光板は、前記第１の電気光学パネルへ光を放出するように
構成され、前記第２の導光板は、前記第２の電気光学パネルへ光を放出するように構成さ
れていることが好ましい。この発明によれば、第１の導光板と第２の導光板とによって両
側に配置された第１の電気光学パネルと第２の電気光学パネルの双方に光を照射すること
が可能になる。もっとも、第２の導光板から放出される光により、第２の電気光学パネル
だけでなく、第１の電気光学パネルを照明することができるように構成されていてもよく
、或いは、第１の導光板から放出される光により、第１の電気光学パネルだけでなく、第
２の電気光学パネルを照明することができるように構成されていても構わない。
【００３２】
ここで、第１の導光板と第２の導光板との間に、第１の導光板の内部に導入された光を第
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本発明の電気光学装置は、第１の電気光学パネルと、前記第１の電気
光学パネルの背後に配置され、その厚さが所定方向に漸次減少するように構成された第１
の導光板と、前記第１の導光板の背後に配置され、その厚さが前記所定方向と反対の方向
に漸次減少するように構成されてなるとともに、前記第１の導光板より大きさの小さい第
２の導光板と、前記第２の導光板の背後に配置され、前記第１の電気光学パネルより大き
さの小さい第２の電気光学パネルと、前記第１の導光板と前記第２の導光板との間に配置
され、前記第１の導光板及び前記第２の導光板を支持するとともに、前記第１の導光板の
背面側に前記第１の導光板よりも大きさの小さい開口を有する支持体と、前記第１の導光
板と前記支持体との間に配置されるとともに、前記第１の導光板及び前記第２の導光板と
重なる領域に配置され、表裏両面において光反射機能を備えた光反射層と、を有し、前記
第２の導光板は、前記開口に位置するように前記支持体に支持されてなることを特徴とす
る。

が好ましい



１の電気光学パネルに指向させるとともに、第２の導光板の内部に導入された光を第２の
電気光学パネルに指向させる光散乱手段、光拡散手段、或いは、光反射手段を配置するこ
とが好ましい。これらの光散乱手段、光拡散手段、或いは、光反射手段は、第１の導光板
の内部に導入された光を第１の電気光学パネルに指向させる部分と、第２の導光板の内部
に導入された光を第２の電気光学パネルに指向させる部分とがそれぞれ物理的に別体のも
ので構成されていてもよいが、双方が共通（単一）の光学作用層（シート、層、板状材等
）によって構成されていることが、製造が容易になるとともに更なる薄型化を図ることが
できる点で望ましい。この場合にはさらに、部品の点数を減らすことができるので、製品
自体のコスト及び部品の管理コストも減らすことができる。
【００３３】
本発明において、前記第１の導光板の一側に配置され、前記第１の導光板内に光を入射さ
せる第１の光源と、前記第２の導光板の前記一側とは異なる他側に配置され、前記第２の
導光板内に光を入射させる第２の光源とを有することが好ましい。この発明によれば、第
１の光源が第１の導光板の一側に配置され、第２の光源が第２の導光板の他側に配置され
ていることによって、第１の光源と第２の光源とが平面的に重なることなく配置されるの
で、光源の厚さによって電気光学装置の薄型化が制限されることを防止することができる
。
【００３４】
ここで、第１の光源は第１の導光板の最も厚い部分の側方に配置されることが光の伝播効
率を高める上で望ましく、第２の光源は第２の導光板の最も厚い部分の側方に配置される
ことが同様に望ましい。
【００３５】
また、第１の光源と第２の光源とは相互に反対側に配置されていることが望ましいが、こ
れに限られることなく、例えば、第１の導光板と第２の導光板が矩形である場合には、第
１の光源が第１の導光板及び第２の導光板の或る一辺に隣接配置されているとき、第２の
光源は残りの３辺のうちいずれの辺に隣接配置されていてもよい。
【００３６】
本発明において、前記第１の導光板と前記第２の導光板とは、直接若しくは光学作用層を
介して相互に当接していることが好ましい。この発明によれば、第１の導光板と第２の導
光板とが直接に当接しているか、或いは、光学作用層を介して相互に当接していることに
より、装置をさらに薄型化することができる。ここで、光学作用層とは、光散乱層、光拡
散層、光反射層などの、光に対して何らかの光学的作用を果たす機能を有する層を言う。
【００３７】
本発明において、前記第１の導光板と前記第２の導光板とを共に係合保持する支持枠体を
有することが好ましい。この発明によれば、共通の支持枠体に第１の導光板と第２の導光
板とを係合保持させることにより、両導光板の相互の位置関係を規制することができると
ともに、両導光板をコンパクトに収容することができる。さらに、共通の支持枠体の内面
に反射機能を持たせることで、第１及び第２の導光板の光源が配置された端面以外の他の
端面部から出射する光を再び導光板に戻すことができるので、光の利用効率を向上させる
ことができる。
【００３８】
次に、本発明の電子機器は、上記のいずれかに記載の電気光学装置と、該電気光学装置を
制御する制御手段とを有することを特徴とする。
【００３９】
この発明によれば、表裏両側に表示画面を有する構造部分を薄型化することができる。ま
た、表面側の電気光学モジュールと裏面側の電気光学モジュールとを一体化することが容
易になるので、組立作業も容易になり、上記構造部分の内部構成も簡易化できる。
【００４０】
なお、本発明の照明装置としては、第１の導光板と、前記第１の導光板の背後に配置され
た第２の導光板と、前記第１の導光板の端面に対向配置された第１の光源と、前記第２の
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導光板の端面に対向配置された第２の光源と、を有するものである。そして、第１の導光
板は、第２の導光板とは反対側に出光面を有し、第２の導光板は、第１の導光板とは反対
側に出光面を有する。これにより、第１の導光板と第２の導光板の表裏両側をそれぞれ照
明できるように構成されている。特に、第１の導光板と第２の導光板との間には光学シー
ト（光反射層、光散乱層、光拡散層など）が配置されることが好ましい。より具体的には
、本発明の照明装置は、その厚さが所定方向に漸次減少するように構成された第１の導光
板と、前記第１の導光板の背後に配置され、その厚さが前記所定方向と反対の方向に漸次
減少するように構成された第２の導光板とを含むものである。
【００４１】
【発明の実施の形態】
次に、添付図面を参照して本発明に係る導光装置、電気光学装置及びこれを備えた電子機
器の実施形態について詳細に説明する。
【００４２】
［第１実施形態］
図１（ａ）は本実施形態の電気光学装置の一例として液晶表示装置の概略構成を示す概略
縦断面図、図１（ｂ）は導光板の平面的配置を示す底面図である。
【００４３】
液晶表示装置１００は、液晶表示パネル（第１の液晶表示パネル）１１０と、液晶表示パ
ネル１１０を照明するためのバックライト１２０と、液晶表示パネル１１０とは反対側を
観察側として背中合わせに配置された液晶表示パネル（第２の液晶表示パネル）１３０と
、この液晶表示パネル１３０を照明するためのバックライト１４０とを備えている。
【００４４】
本実施形態において、液晶表示パネル１１０とバックライト１２０は第１の電気光学モジ
ュール（第１の液晶表示モジュール）を構成し、液晶表示パネル１３０とバックライト１
４０は第２の電気光学モジュール（第２の液晶表示モジュール）を構成する。
【００４５】
液晶表示パネル１１０，１３０は、それぞれガラス等で構成された２枚の基板をシール材
で貼り合わせ、シール材の内側に液晶を封入してなるものである。２枚の基板の相互に対
向する内面上には電極パターンが形成され、上記液晶を挟んで対向する電極間に印加され
た電圧に応じて液晶が配向状態を変えるように構成されている。なお、これらの液晶表示
パネルの電極パターンからは図示しない配線パターンが引き出され、この配線パターンに
は、直接に液晶駆動回路などが構成された半導体チップが実装され、或いは、フレキシブ
ル配線基板などの配線部材を介して外部から信号が入力されるように構成されている。
【００４６】
バックライト１２０には、ＬＥＤ（発光ダイオード）等で構成される光源（第１の光源）
１２１と、アクリル樹脂などで構成された導光板（第１の導光板）１２２と、導光板１２
２の背面上に貼着された反射シート１２３とが設けられている。また、バックライト１４
０には、ＬＥＤ（発光ダイオード）等で構成される光源（第２の光源）１４１と、アクリ
ル樹脂等で構成された導光板（第２の導光板）１４２とが設けられている。ここで、バッ
クライト１４０においても、上記の反射シート１２３が共通に用いられる。
【００４７】
図２は、導光板１２２，１４２と、反射シート１２３と、後述する支持枠体の断面構造と
を示す分解側面図である。図２に示すように、導光板１２２は、図示左端から右端に向け
て漸次厚さが減少する楔形形状を有し、最も厚い図示左端には光入射面となる端面１２２
ａが設けられ、反射シート１２３側に背面１２２ｂが設けられ、反射シート１２３とは反
対側に前面１２２ｃが設けられている。背面１２２ｂと前面１２２ｃとは所定の角度で相
互に傾斜している。導光板１２２の側面（図示されている側面と、図示しない反対側の側
面の双方）には、その厚肉側に、前面１２２ｃに開くように形成された係合溝１２２ｄと
背面１２２ｂに開くように形成された係合溝１２２ｅとが設けられ、また、その薄肉側に
、前面１２２ｃに開くように形成されたＶ字状の係合溝１２２ｆが設けられている。
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【００４８】
また、導光板１４２は、図示右端から左端に向けて漸次厚さが減少する楔形形状を有し、
最も厚い図示右端には光入射面となる端面１４２ａが設けられ、反射シート１２３側に背
面１４２ｂが設けられ、反射シート１２３とは反対側に前面１４２ｃが設けられている。
背面１４２ｂと前面１４２ｃとは所定の角度で相互に傾斜している。導光板１４２の側面
（図示されている側面と、図示しない反対側の側面の双方）には、その厚肉側に、前面１
４２ｃに開くように形成された係合溝１４２ｄと背面１４２ｂに開くように形成された係
合溝１４２ｅとが設けられ、また、その薄肉側に、前面１４２ｃに開くように形成された
Ｖ字状の係合溝１４２ｆが設けられている。
【００４９】
上記導光板１２２，１４２の背面１２２ｂ，１４２ｂには、それぞれ内部に導入された光
を散乱させたり拡散させたりするための微細な凹凸パターン（粗面パターン）が形成され
ていることが好ましい。
【００５０】
反射シート１２３としては、アルミニウム箔等の反射層を含むシート、白色のポリエチレ
ンテレフタレート等の合成樹脂シート、屈折率の異なる透明層（フィルム）を交互に積層
した多層樹脂シートなどを用いることができる。
【００５１】
上記実施形態においては、導光板１２２の端面１２２ａに対向するように１又は複数の光
源１２１が隣接配置され、導光板１４２の端面１４２ａに対向するように１又は複数の光
源１４１が隣接配置される。光源１２１，１４１は、後述する支持枠体に取り付けられて
いてもよく、或いは、液晶表示パネル１１０，１３０に実装された図示しないフレキシブ
ル配線基板等に実装されていてもよい。
【００５２】
本実施形態では、光源１２１から放出された光は端面１２２ａから導光板１２２の内部に
入射し、導光板１２２の内部における背面１２２ｂ及びこれを覆う反射シート１２３によ
る反射等によって前面１２２ｃからほぼ均一に放出され液晶表示パネル１１０を照明する
ようになっている。同様に、光源１４１から放出された光は端面１４２ａから導光板１４
２の内部に入射し、導光板１４２の内部における背面１４２ｂ及びこれを覆う反射シート
１２３による反射等によって前面１４２ｃからほぼ均一に放出され液晶表示パネル１３０
を照明するようになっている。
【００５３】
支持枠体１５０は、液晶表示パネル１１０，１３０や導光板１２２，１４２を相互に位置
決めするためのものであり、一体成形された合成樹脂等で構成することができる。支持枠
体１５０には、相互に対向する一対の内側面に係合突起１５１～１５６が設けられ、上記
導光板１２２，１４２を係合保持するように構成されている。
【００５４】
図３（ａ）及び（ｂ）は、本実施形態の支持枠体１５０に上記導光板１２２，１４２及び
反射シート１２３を組み込んだ状態を示す概略断面図（図２に示す支持枠体の断面とは直
交する面で切断した断面を示す図）である。図示上方から導光板１２２を圧入することに
よって、導光板１２２の係合溝１２２ｄ，１２２ｅに支持枠体１５０の係合突起１５１，
１５２が係合し、また、導光板１２２の係合溝１２２ｆに支持枠体１５０の係合突起１５
３が係合するように構成されている。これによって支持枠体１５０に導光板１２２が保持
される。また、同様にして、導光板１４２を図示下方から支持枠体１５０に圧入すること
により、導光板１４２の係合溝１４２ｄ，１４２ｅに支持枠体１５０の係合突起１５４，
１５５が係合し、また、導光板１４２の係合溝１４２ｆに支持枠体１５０の係合突起１５
６が係合するように構成されている。これによって支持枠体１５０に導光板１４２が保持
される。ここで、導光板１２２，１４２及び反射シート１２３を支持枠体１５０に組み込
む順番は、上述した順番に限定されず、任意に変更可能であり、例えば、導光板１４２、
反射シート１２３、導光板１２２の順番で支持枠体１５０に組み込むことも可能である。

10

20

30

40

50

(10) JP 3760900 B2 2006.3.29



【００５５】
なお、上記支持枠体１５０の内面に反射機能を持たせる（例えば、内面上に反射層を形成
したり、支持枠体の素材の屈折率を導光板の屈折率よりも小さくしたりする）ことにより
、導光板（特に光入射面以外の端面）から漏洩する光を反射させて再び導光板内に入射さ
せることができるので、光の利用効率を向上させることができる。
【００５６】
本実施形態では、上記のように２つの液晶表示モジュールが相互に背中合わせに配置され
、それぞれの液晶表示モジュールが全体として楔状に形成されていて、その楔形状が相互
に互い違いになるように配置されているので、２つの液晶表示モジュールを備えた装置全
体の薄型化を図ることができる。
【００５７】
特に、本実施形態では、液晶表示モジュール内の導光板１２２，１４２がそれぞれ楔状に
形成されているので、導光板の導光効率を高めることができ、それぞれの液晶表示パネル
１１０，１３０の表示を明るくすることができる。
【００５８】
また、２つの液晶表示モジュール内の光源１２１と光源１４１は、導光板１２２，１４２
から見て相互に異なる側に配置されているので、光源１２１と光源１４１とが平面的に重
なることがないため、光源の厚さによって液晶表示装置の薄型化が妨げられるといった事
態の発生を防止できる。
【００５９】
さらに、本実施形態では、導光板１２２と１４２との間に単一の反射シート１２３が配置
され、この反射シート１２３は、バックライト１２０と１４０の双方の光反射手段として
機能するように構成されているので、導光板ごとに光反射手段を設ける必要がなくなるた
め、装置をさらに薄型化することができるとともに、装置の組立工数を低減できる。
【００６０】
［変形例］
図４（ａ）及び（ｂ）は、上記実施形態の変形例の構造を模式的に示すものである。図４
（ａ）に示す液晶表示装置２００は、上記実施形態とほぼ同様の液晶表示パネル２１０、
光源２２１、導光板２２２、反射シート２２３、液晶表示パネル２３０、光源２４１、及
び、導光板２４２を備えている。しかし、この液晶表示装置２００においては、導光板２
２２と導光板２４２とが相互に相手側に対して平面的にはみ出した領域を有するように部
分的に平面位置をずらして配置されている。このようにすると、平面寸法は増大するもの
の、液晶表示装置２００全体の厚さを上記実施形態の場合よりもさらに低減することがで
きる。
【００６１】
図４（ｂ）に示す液晶表示装置３００は、上記実施形態とほぼ同様の液晶表示パネル３１
０、光源３２１、導光板３２２、反射シート３２３、液晶表示パネル３３０、光源３４１
、及び、導光板３４２を備えている。しかし、この液晶表示装置３００においては、導光
板３４２が、導光板３２２の平面領域の内部に完全に含まれるように配置されている。こ
のようにすると、液晶表示装置３００全体の平面寸法を低減することができる。
【００６２】
［第２実施形態］
次に、上記第１実施形態と基本的に同様の構成を有するが、より具体的な構造を備えた第
２実施形態について図６を参照して説明する。図６は本発明に係る第２実施形態の導光装
置及び電気光学装置の概略構成を示す概略縦断面図である。この液晶表示装置４００は、
液晶表示パネル（第１の電気光学パネル）４１０と、液晶表示パネル４１０を照明するた
めのバックライト４２０と、液晶表示パネル４１０とは反対側を観察側として背中合わせ
に配置された液晶表示パネル（第２の電気光学パネル）４３０と、この液晶表示パネル４
３０を照明するためのバックライト４４０とを備えている。
【００６３】
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液晶表示パネル４１０，４３０は、それぞれガラス等で構成された２枚の基板４１１，４
１２，４３１，４３２をシール材４１３，４３３で貼り合わせ、シール材４１３，４３３
の内側に液晶４１４，４３４を封入してなるものである。２枚の基板４１１，４１２，４
３１４３２の相互に対向する内面上には電極パターンが形成され、上記液晶４１４，４３
４を挟んで対向する電極間に印加された電圧に応じて液晶４１４，４３４が配向状態を変
えるように構成されている。なお、これらの液晶表示パネル４１０，４３０の電極パター
ンからは図示しない配線パターンが引き出され、この配線パターンには、フレキシブル配
線基板などの配線部材４０４，４０６を介して外部から信号が入力されるように構成され
ている。なお、液晶パネル４１０，４３０に対して直接に液晶駆動回路などが構成された
半導体チップが実装されていてもよい。
【００６４】
本実施形態において、液晶表示パネル４１０とバックライト４２０は第１の液晶表示モジ
ュール（第１の電気光学モジュール）を構成し、液晶表示パネル４３０とバックライト４
４０は第２の液晶表示モジュール（第２の電気光学モジュール）を構成する。
【００６５】
なお、本実施形態ではいずれも液晶表示モジュールを例として説明しているが、有機エレ
クトロルミネッセンス等の自己発光型装置の場合には、バックライト（照明装置）が不要
であるため、上記の第１の電気光学モジュールと第２の電気光学モジュールを、それぞれ
発光パネルだけで構成し、これらを背中合わせに重ね合せればよい。ここで、発光パネル
の間に光反射層を配置することが好ましく、この光反射層を表裏の発光パネルにおいて共
通のものとすることが望ましい。
【００６６】
バックライト４２０には、ＬＥＤ（発光ダイオード）等で構成される光源（第１の光源）
１２１と、アクリル樹脂などで構成された導光板（第１の導光板）４２２とが設けられて
いる。また、バックライト４４０には、ＬＥＤ（発光ダイオード）等で構成される光源（
第２の光源）４４１と、アクリル樹脂等で構成された導光板（第２の導光板）４４２とが
設けられている。ここで、バックライト４２０とバックライト４４０のいずれにおいても
、導光板４２２と、導光板３４２との間に配置された反射シート（光反射層）４０２が機
能し、光源４２１，４４１から放出され導光板４２２，４４２内において伝播する光を反
射して、導光板４２２内の光を液晶表示パネル４１０へ指向させ、導光板４４２内の光を
液晶表示パネル４３０へ指向させるように構成されている。
【００６７】
支持体４０１は合成樹脂などの素材を用いた一体成形等によって形成されている。この支
持体４０１は、導光板４２２と導光板４４２とを係合保持するように構成されている。こ
こで、支持体４０１、反射シート４０２、導光板４２２及び導光板４４２からなる導光装
置のより詳細な構造を図５に示す。
【００６８】
図５に示すように、支持体４０１は全体として枠状に構成され、略矩形状の外枠部４０１
ａと、外枠部４０１ａから内側に延在した内枠部４０１ｂとを備えている。外枠部４０１
ａの一対の対向する内面には、矩形状の突起４０１ａ１，４０１ａ２と、斜め下方に向い
た一対の傾斜係合面を有する逆三角形状の突起４０１ａ３と、斜め上方に向いた傾斜係合
面を有する突起４０１ａ４とがそれぞれ形成されている。また、内枠部４０１ｂの一対の
対向する内面には、矩形状の突起４０１ｂ１，４０１ｂ２と、斜め上方に向いた一対の傾
斜係合面を有する突起４０１ｂ３と、斜め下方に向いた傾斜係合面を有する突起４０１ｂ
４とがそれぞれ形成されている。
【００６９】
導光板４２２には、一端部に上下に貫通した光源収容孔４２２ａが設けられている。また
、導光板４２２の一対の側端に、矩形状の凹部４２２ｂ，４２２ｃと、斜め上方に向いた
第１傾斜面４２２ｄ－１と第２傾斜面４２２ｄ－２を備えた逆三角形状の凹部４２２ｄと
、斜め下方に向いた傾斜面を備えた切り欠き状の凹部４２２ｅとがそれぞれ設けられてい
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る。ここで、凹部４２２ｂ，４２２ｃ，４２２ｄ，４２２ｅは、導光板４２２の側方に開
いているとともに、導光板４２２の厚さ方向の前後いずれか（図示上方又は下方）に開い
ている。また、第１傾斜面４２２ｄ－１は、上記光源収容孔４２２ａの形成されている一
端部とは反対側の他端部に向いた傾斜面となっているのに対して、第２傾斜面４２２ｄ－
２は、上記光源収容孔４２２ａの形成されている一端部に向いた傾斜面となっている。さ
らに、凹部４２２ｄ内の第１傾斜面４２２ｄ－１及び第２傾斜面４２２ｄ－２は導光板４
２２の表面側（図示上面側）に向いた傾斜面であるのに対し、凹部４２２ｅ内の傾斜面は
導光板４２２の裏面側（図示下側）に向いた傾斜面となっている。
【００７０】
また、導光板４４２には、一端面である光入射面４４２ａが設けられているとともに、そ
の一対の側端に、矩形状の凹部４４２ｂ，４４２ｃと、斜め下方に向いた第１傾斜面４４
２ｄ－１と第２傾斜面４４２ｄ－２を備えた三角形状の凹部４４２ｄと、斜め上方に向い
た傾斜面を備えた切り欠き状の凹部４４２ｅとがそれぞれ設けられている。ここで、凹部
４４２ｂ，４４２ｃ，４４２ｄ，４４２ｅは、導光板４４２の側方に開いているとともに
、導光板４４２の厚さ方向の前後いずれか（図示上方又は下方）に開いている。また、第
１傾斜面４４２ｄ－１は、上記光入射面４４２ａの形成されている一端部とは反対側の他
端部に向いた傾斜面となっているのに対して、第２傾斜面４４２ｄ－２は、上記光入射面
４４２ａの形成されている一端部に向いた傾斜面となっている。さらに、凹部４４２ｄ内
の第１傾斜面４４２ｄ－１及び第２傾斜面４４２ｄ－２は導光板４４２の表面側（図示上
面側）に向いた傾斜面であるのに対し、凹部４４２ｅ内の傾斜面は導光板４４２の裏面側
（図示下側）に向いた傾斜面となっている。
【００７１】
反射シート４０２は、その表裏両面において共に光を反射することができるように構成さ
れたものであり、例えば、アルミニウム等の金属層、金属層と透明層とを積層させたもの
などのように反射性素材を用いたものを用いることができるが、特に、図７（ａ）に示す
ように屈折率の異なる透光層４０２Ａａと４０２Ａｂを交互に積層させた公知の多層反射
膜４０２Ａを用いることによって高い反射率を得ることが可能になり、また、図７（ｂ）
に示すようにポリカーボネート樹脂等で構成された白色（散乱）フィルム４０２Ｂを用い
ることにより、低コストにて均一な白色光を得ることができる。
【００７２】
上記の支持体４０１の内枠部４０１ｂ上に反射シート４０２を載置した状態で、図示上方
から導光板４２２を押し込むことにより上記凹部４２２ｂ，４２２ｃ，４２２ｄ，４２２
ｅを突起４０１ａ１，４０１ａ２に係合させることによって、導光板４２２を支持体４０
１に支持固定させることができる。また、支持体４０１に対して図示下方から導光板４４
２を押し込むことにより上記凹部４４２ｂ，４４２ｃ，４４２ｄ，４４２ｅを突起４０１
ｂ１，４０１ｂ２，４０１ｂ３，４０１ｂ４に係合させることによって、導光板４４２を
支持体４０１に支持固定させることができる。このようにすると、反射シート４０２は、
導光板４２２と４４２とによって挟持された状態で保持される。
【００７３】
なお、本実施形態では、導光板４２２は、図５の左端から右端に向けて漸次厚さが減少す
る楔形形状を有し、最も厚い図示左端部に光源収容孔４２２ａが設けられているとともに
、導光板４４２は、図示右端から左端に向けて漸次厚さが減少する楔形形状を有し、最も
厚い図示右端には光入射面４４２ａが設けられているので、導光板４２２と導光板４４２
とが、それらの厚さの変化方向に見て互い違いの姿勢で相互に平面的に重なり合っている
ことにより、液晶表示装置４００の全体の厚さをより低減することが可能になっている。
【００７４】
上記実施形態においては、図６に示すように、液晶表示パネル４１０に接続された配線部
材４０４に光源４２１が実装され、この光源４２１が導光板４２２の光源収容孔４２２ａ
内に配置されている。これによって、光源４２１から放出された光は導光板４２２内に入
射し、導光板４２２内を伝播しながら、反射シート４０２によって反射されて液晶表示パ
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ネル４１０に向けて照射される。これにより、液晶表示パネル４１０にて形成される画像
を図示上方から視認することができるようになっている。また、液晶表示パネル４３０に
接続された配線部材４０６には光源４４１が実装され、この光源４４１は、導光板４４２
の光入射面４４２ａに対向配置されている。これによって、光源４４１から放出された光
は導光板４４２内に入射し、導光板４４２内を伝播しながら、反射シート４０２によって
反射されて液晶表示パネル４３０に向けて照射される。これにより、液晶表示パネル４３
０にて形成される画像を図示下方から視認することができるようになっている。
【００７５】
なお、上記支持体４０１の内面に反射機能を持たせる（例えば、内面上に反射層を形成し
たり、支持体の素材の屈折率を導光板の屈折率よりも小さくしたりする）ことにより、導
光板（特に光入射面以外の端面）から漏洩する光を反射させて再び導光板内に入射させる
ことができるので、光の利用効率を向上させることができる。
【００７６】
本実施形態では、上述した導光板４２２，４４２と支持体４０１との固定構造によって導
光板４２２，４４２を薄く形成することが可能になるとともに、上記のように２つの液晶
表示モジュールが相互に背中合わせに配置され、それぞれの液晶表示モジュールが全体と
して楔状に形成されていて、その楔形状が相互に互い違いになるように配置されているの
で、２つの液晶表示モジュールを備えた装置全体の薄型化を図ることができる。
【００７７】
特に、本実施形態では、液晶表示モジュール内の導光板４２２，４４２がそれぞれ楔状に
形成されているので、導光板の導光効率を高めることができ、それぞれの液晶表示パネル
４１０，４３０の表示を明るくすることができる。
【００７８】
また、２つの液晶表示モジュール内の光源４２１と光源４４１は、導光板４２２，４４２
から見て相互に異なる側に配置されているので、光源４２１と光源４４１とが平面的に重
なることがないため、光源の厚さによって液晶表示装置の薄型化が妨げられるといった事
態の発生を防止できる。
【００７９】
さらに、本実施形態では、導光板４２２と４４２との間に単一の反射シート４０２が配置
され、この反射シート４０２は、バックライト４２０と４４０の双方の光反射手段として
機能するように構成されているので、導光板ごとに光反射手段を設ける必要がなくなるた
め、装置をさらに薄型化することができるとともに、部品コストを低減でき、装置の組立
工数を低減できる。
【００８０】
［第３実施形態］
次に、図８及び図９を参照して、本発明に係る第３実施形態の導光装置及び液晶表示装置
について説明する。この実施形態の液晶表示装置５００においては、上記第２実施形態と
ほぼ同様の支持体５０１、反射シート５０２、液晶表示パネル５１０（基板５１１，５１
２、シール材５１３、液晶５１４、偏光板５１５，５１６）、バックライト５２０（光源
５２１、導光板５２２）、液晶表示パネル５３０（基板５３１，５３２、シール材５３３
、液晶５３４、偏光板５３５，５３６）、バックライト５４０（光源５４１、導光板５４
２）を備えているので、同一の部分については説明を省略する。
【００８１】
本実施形態が第２実施形態と異なる第１の点は、図８に示すように、導光板５２２，５４
２がそれぞれ平行平板状（平板形状）に構成され、第２実施形態のように楔形に形成され
ていない点にある。本実施形態では第２実施形態のように楔形の２つの導光板が互い違い
に重なり合ってはいないので、それによって薄型化する効果は得られないが、導光板５２
２，５４２が単一の反射シート５０２を介して積層されていて、さらに共通の支持体５０
１に支持されているので、２つの液晶表示装置を別々に設置する従来の構造よりも薄型化
することが可能である。
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【００８２】
また、本実施形態が第２実施形態と異なる第２の点は、図９に示すように、第２実施形態
と同様の反射シート５０２Ａ，５０２Ｂの少なくとも片面に粘着層５０２Ａｓ，５０２Ｂ
ｓが形成されており、この反射シート５０２Ａ，５０２Ｂが粘着層５０２Ａｓ，５０２Ｂ
ｓによって導光板５２２に接着される点にある。この場合には、粘着層５０２Ａｓ，５０
２Ｂｓの分だけ装置がやや厚くなってしまうが、例えば、導光板５２２を支持体５０１に
係合させる前に、反射シート５０２を予め導光板５２２に貼り付けておくことによって、
液晶表示装置５００の組立作業や位置決め作業を極めて容易に行い得るようになる。具体
的には、反射シート５０２が予め導光板５２２に貼着されているので、導光板５２２を支
持体５０１に係合させる際に、反射シート５０２が位置ずれを起こすことがなくなり、ま
た、反射シート５０２を別途支持体５０１に固定する必要もなくなる。
【００８３】
また、図９に点線で示すように反射シート５０２Ａ，５０２Ｂの表裏両面にそれぞれ粘着
層５０２Ａｓ，５０２Ｂｓを形成しておくことにより、反射シート５０２をもう一方の導
光板５４２にも貼着することができる。したがって、上記第２実施形態のように導光板５
２２と５４２の双方を支持体５０１にそれぞれ係合固定しなくても、導光板５２２と５４
２のいずれか一方を支持体５０１に係合固定するだけで、他方の導光板を間接的に支持固
定することができる。このため、組立作業をさらに容易に行うことが可能になる。
【００８４】
［第４実施形態］
次に、図１０及び図１１を参照して、上記の液晶表示装置１００を備えた電子機器の実施
形態について説明する。この実施形態の電子機器は、図１０に示すように、上記液晶表示
パネル１１０を制御する制御手段１１００と、上記液晶表示パネル１３０を制御する制御
手段１３００とを有する。制御手段１１００及び１３００は、電子機器内に設置されたマ
イクロコンピュータ等で構成される中央制御部１０００によって制御される。
【００８５】
液晶表示パネル１１０及び１３０は、パネル上に実装され、或いは、パネルに対して配線
部材を介して接続された、半導体ＩＣ等で構成される駆動回路１１０Ｄ，１３０Ｄに接続
され、これらの駆動回路１１０Ｄ，１３０Ｄが上記制御手段１１００，１３００に接続さ
れている。制御手段１１００、１３００は、表示情報出力源１１１０、１３１０と、表示
処理回路１１２０，１３２０と、電源回路１１３０，１３３０と、タイミングジェネレー
タ１１４０，１３４０とを有する。
【００８６】
表示情報出力源１１１０、１３１０は、ＲＯＭ（ Read Only Memory）やＲＡＭ（ Random A
ccess Memory）等からなるメモリと、磁気記録ディスクや光記録ディスク等からなるスト
レージユニットと、デジタル画像信号を同調出力する同調回路とを備え、タイミングジェ
ネレータ１１４０，１３４０によって生成された各種のクロック信号に基づいて、所定フ
ォーマットの画像信号等の形で表示情報を表示情報処理回路１１２０，１３２０に供給す
るように構成されている。
【００８７】
表示情報処理回路１１２０，１３２０は、シリアル－パラレル変換回路、増幅・反転回路
、ローテーション回路、ガンマ補正回路、クランプ回路等の周知の各種回路を備え、入力
した表示情報の処理を実行して、その画像情報をクロック信号ＣＬＫと共に駆動回路へ供
給する。駆動回路１１０Ｄ，１３０Ｄは、走査線駆動回路、データ線駆動回路及び検査回
路を含む。また、電源回路１１３０，１３３０は、上述の各構成要素にそれぞれ所定の電
圧を供給する。
【００８８】
上記中央制御部１０００は、制御手段１１００，１３００の表示情報出力源１１１０、１
３１０に適宜に点灯／消灯指令や表示情報の元データなどを送出し、これに対応する表示
情報を表示情報出力源１１１０、１３１０に出力させ、制御手段１１００，１３００及び

10

20

30

40

50

(15) JP 3760900 B2 2006.3.29



駆動回路１１０Ｄ，１３０Ｄを介して液晶表示パネル１１０，１３０に適宜の表示画像を
表示させる。また、中央制御部１０００は、上記光源１２１，１４１に対しても点灯や消
灯などの制御を行うように構成されている。
【００８９】
図１１は、本発明に係る電子機器の一実施形態である携帯電話機２０００を示す。この携
帯電話機２０００は、各種操作ボタンが設けられマイクを内蔵した本体部２００１と、表
示画面やアンテナを備えスピーカを内蔵した表示部２００２とを有し、本体部２００１と
表示部２００２とが相互に折りたたみ自在に構成されている。表示部２００２内には上記
の液晶表示装置１００が内蔵され、その内面上には上記液晶表示パネル１１０の表示画面
が視認可能に構成され、また、外面上には、上記液晶表示パネル１３０の表示画面が視認
可能に構成されている。
【００９０】
本実施形態では、図１１（ａ）に示すように本体部２００１から表示部２００２を開くこ
とによって、上記中央制御部１０００からの指令によって液晶表示パネル１１０が点灯し
、所定の画像が表示され、また、図１１（ｂ）に示すように表示部２００２を本体部２０
０１上に折りたたむことにより、液晶表示パネル１１０が消灯し、その代わりに、液晶表
示パネル１３０が点灯して所定の画像が表示されるように構成することができる。
【００９１】
本実施形態では、上記のように液晶表示装置１００が薄型化されているので、表示部２０
０２を薄型化することができるとともに、その内部構造も簡易なものとすることができ、
組立作業も容易に行うことが可能になる。
【００９２】
尚、本発明の電気光学装置及び電子機器は、上述の図示例にのみ限定されるものではなく
、本発明の要旨を逸脱しない範囲内において種々変更を加え得ることは勿論である。例え
ば、上記各実施形態では電気光学パネルとして液晶表示パネルを用いているが、本発明の
電気光学パネルとしては、有機エレクトロルミネッセンスパネル、プラズマディスプレイ
パネルなどの各種電気光学パネルを用いることもできる。また、上記の導光体としてエレ
クトロルミネッセンスパネルを用いることも可能である。
【００９３】
【発明の効果】
以上、説明したように本発明によれば、表裏両面に光を導くことのできる導光装置、表裏
両側に表示画面を有する電気光学装置及びこれを備えた電子機器を薄型化できる。
【図面の簡単な説明】
【図１】　本発明に係る電気光学装置の第１実施形態の概略構成を模式的に示す概略断面
図（ａ）及び導光板及び光源の平面配置を示す底面図（ｂ）である。
【図２】　第１実施形態の導光板、反射シート及び支持枠体の分解図である。
【図３】　第１実施形態の導光板を支持枠体に取り付けた状態を示す断面図（ａ）及び（
ｂ）である。
【図４】　第１実施形態の変形例を示す概略断面図（ａ）及び（ｂ）である。
【図５】　本発明に係る導光装置及び電気光学装置の第２実施形態における導光装置部分
の構造を示す分解斜視図である。
【図６】　第２実施形態の全体構成を模式的に示す概略縦断面図である。
【図７】　第２実施形態の反射シートの構造例を示す断面図（ａ）及び（ｂ）である。
【図８】　本発明に係る導光装置及び液晶表示装置の第３実施形態の全体構成を示す概略
断面図である。
【図９】　第３実施形態の反射シートの構造例を示す断面図（ａ）及び（ｂ）である。
【図１０】　本発明に係る電子機器の実施形態における制御系の構成を示す概略構成ブロ
ック図である。
【図１１】　本発明に係る電子機器の実施形態の概略斜視図（ａ）及び（ｂ）である。
【図１２】　従来の液晶表示装置の全体構成を模式的に示す概略断面図である。
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【符号の説明】
１００・・・液晶表示装置
１１０・・・液晶表示パネル（第１の電気光学パネル）
１２０・・・バックライト
１２１・・・光源（第１の光源）
１２２・・・導光板（第１の導光板）
１２２ｄ～１２２ｆ・・・係合溝
１２３・・・反射シート
１３０・・・液晶表示パネル（第２の電気光学パネル）
１４０・・・バックライト
１４１・・・光源（第２の光源）
１４２・・・導光板（第２の導光板）
１４２ｄ～１４２ｆ・・・係合溝
１５０・・・支持枠体
１５１～１５６・・・係合突起
４００・・・液晶表示装置
４０１・・・支持体
４０１ａ・・・外枠部
４０１ａ１～４０１ａ４・・・突起
４０１ｂ・・・内枠部
４０１ｂ１～４０１ｂ４・・・突起
４０２，４０２Ａ，４０２Ｂ・・・反射シート
４１０・・・液晶表示パネル（第１の電気光学パネル）
４２０・・・バックライト
４２１・・・光源（第１の光源）
４２２・・・導光板（第１の導光板）
４２２ａ・・・光源収容孔
４２２ｂ～４２２ｅ・・・凹部
４２２ｄ１・・・第１傾斜面
４２２ｄ２・・・第２傾斜面
４３０・・・液晶表示パネル（第２の電気光学パネル）
４４０・・・バックライト
４４１・・・光源（第２の光源）
４４２・・・導光板（第２の導光板）
４４２ａ・・・光入射面
４４２ｂ～４４２ｅ・・・凹部
４４２ｄ１・・・第１傾斜面
４４２ｄ２・・・第２傾斜面
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】

【 図 ４ 】 【 図 ５ 】
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【 図 ６ 】

【 図 ７ 】

【 図 ８ 】

【 図 ９ 】

【 図 １ ０ 】 【 図 １ １ 】
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【 図 １ ２ 】
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